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評価結果要約表 

１．案件の概要 

国名：シエラレオネ共和国 案件名：電力供給設備維持管理のための能力向上プ

ロジェクト 

分野：電力 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：産業開発・公共政策部 

資源・エネルギーグループ 電力課 

協力金額（評価時点）：437,442,000円 

 

 

協力期間 

（R/D）：2011年3月～2014年3月 先方関係機関：エネルギー水資源省（MEWR）、国

家電力公社（NPA） 

（延長）： 日本側協力機関：八千代エンジニヤリング株式会社

（F/U）： 

（E/N）（無償） 

他の関連協力：開発調査「首都圏電力供給マスター

プラン調査」（2008年7月～2010年12月）、 

無償資金協力「フリータウン電力供給緊急改善計

画」（2007～2010年）、 

専門家派遣電力計画アドバイザー（2009、2010年）

１－１ 協力の背景と概要 

シエラレオネ共和国では（以下、「シエラレオネ」と記す）、2002年に内戦が終了して以来、

徐々に経済が回復し、GDP成長率は年間4～7％を記録していた。これに伴い首都圏フリータウ

ンを中心に電力需要が伸びているが、フリータウンに所在する発電設備のほとんどは内戦の影

響によるスペアパーツ供給難などにより適時の維持管理ができなかったため、設備が劣化して

運転不可の状況が続いていた。送変電設備についても内戦後の更新がままならず、老朽化して

いた。電力設備の運用維持管理に携わる人材も不足しており、電力供給施設の効率的な活用も

果たせない状況にあった。フリータウンの電力需要が約41MW（公表数値は50MW）とされてい

たが、現状の電力供給出力が15MW（公表数値は約25MW）と26MW分の絶対的不足に加え、老

朽化した送変電設備の影響で依然高いシステムロスが存在していた。わが国はこのような状況

を改善するため、無償資金協力を通じて配電網の延伸、リージェント変電所の施設整備、キン

グトム発電設備（ディーゼル、10MW）の建設の支援を行ってきた。世界銀行など他ドナーもブ

ンブナ水力発電所建設や送配電設備などの支援を行ってきており、首都圏の電力供給の状況は

かなり改善されてきていた。 

フリータウン地域のほぼすべての発電設備は、シエラレオネ国家電力公社（National Power 

Authority：NPA）によって維持管理されているが、電力供給設備の計画的な維持管理計画を行っ

た経験がなく、また慢性的な赤字を抱えて十分な維持管理費用が手当できないうえ、技術者の

数、質ともに不足していた。したがって、発電設備、送配電設備の建設や更新とともに計画的

な設備形成や運用維持管理を行うためのNPAの能力強化が必要であった。 

このような状況を改善すべく、シエラレオネ国政府より発電設備の適切な運用維持管理を担

うNPAの人材育成・能力向上を目的とした支援につき、わが国に対し要請がなされた。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、国家電力公社（NPA）のフリータウン首都圏地域における発電・送配電業

務の日常実施基盤を整備し、発電及び送配電に係る技術・マネジメント能力向上を通じ、運用

維持管理に関する計画策定・実施能力を向上することにより、NPAの電力供給設備の維持管理能

力向上を図り、もって電力供給のサービス向上並びに電力コストの回収に寄与する。 
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（1）上位目標 

NPAの電力供給サービスが向上し、財務状況が改善され、電力供給コストを回収できる。

 

（2）プロジェクト目標 

NPAの電力供給設備（ディーゼル発電設備及び送配電設備）の維持管理能力が向上する。

 

（3）成果（アウトプット） 

アウトプット1：フリータウン地域における発電・送電・配電業務の日常業務基盤が構築

される。 

アウトプット2：フリータウン地域における発電に関する技術・マネジメント能力が向上

する。 

アウトプット3：フリータウン地域における送配電に関する技術・マネジメント能力が向

上する。 

アウトプット4：発電・送配電の維持管理に関する計画策定・計画実施に係る技術的能力

が向上する。 

 

（4）投入（評価時点） 

日本側 

1）短期専門家派遣：9名 

2）研修員受入・第三国研修：0名 

3）機材供与 

外貨分：3,975USドル 内貨分：115,943千レオネ 

4）ローカルコスト負担：11,993千円 

 

相手国側 

1）カウンターパート配置：34名 

2）土地・施設提供：キングトム発電所及びファルコンブリッジ変電所におけるプロジェ

クト・オフィススペースと設備 

3）ローカルコスト負担 プロジェクト・オフィスの運営と機器費用 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 

担当業務 氏 名 所属先 

総括 伊藤 晃之 JICA産業開発・公共政策部 資源・エネルギーグループ

資源・エネルギー第一課 課長 

協力企画 冨谷 武史 JICA産業開発・公共政策部 資源エネルギーグループ

資源・エネルギー第一課 副調査役 

評価分析 三島 光恵 OPMAC株式会社 海外事業部 次長 

調査期間 2012年6月30日～2012年7月14日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）プロジェクト目標の達成見込み 

本プロジェクトで実施している座学研修やOJTの実施で技術・マネジメントの能力が向上

しつつあり、プロジェクト目標に向けてNPA職員の発電及び送配電設備の運用維持管理能力
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の向上につながりつつあるとみなされる。ただし、そうした研修や日本人専門家による指

導などで能力向上により、運用維持管理計画案を策定するにはまだ至っていない。プロジ

ェクトの残りの期間で計画案を作成、実施して日本人専門家の支援を受けて改善がなされ、

プロジェクト目標達成されるためには、今後一層の努力を要する。 

次にフリータウン地域を対象とした電圧降下の改善や停電回数・時間の減少については、

本プロジェクトで実施されるパイロットプロジェクト地域以外の設備更新への投資資金が

確保されないと達成できないことから、プロジェクト期間内の達成は困難である。次の上

位目標のNPAの財務状況が改善にプロジェクト目標が貢献する点があるものの、他に多くの

外部条件が必要となる。したがって、プロジェクト目標達成の次のアウトカムとして期待

できる上位目標となるように見直しが必要である。 

 

（2）成果（アウトプット）の達成状況 

アウトプット2、3のうち、今までの座学研修とOJTによる能力向上は認められるが、強制

停止率や停電時間などのデータ収集・整理の活動は着手されたばかりのものがあり、計画

よりやや遅延がみられる。アウトプット4については、定期的なマネジメントグループ

（Management Group：MG）やテクニカルマネジメントチーム（Technical Management Team：

TMT）の会合開催を通じて情報共有の改善は達成されたが、プロジェクトの残りの期間で

更に必要な支援・指示を行うべく、一層の強化が必要である。また、定期的なレポートの

提出タイミングや質の改善については、更に活動を強化してアウトプットの達成を図るべ

きである。 

一方、各アウトプットの達成を判断する指標については、より適切にプロジェクトの進

捗をモニタリングし、達成度を評価するため、より明確に記載するように見直しをすべき

と考える。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高く、プロジェクト終了時点までとそれ以降についても妥当

性は維持されるものと見込まれる。 

    

シエラレオネでは戦後復興の経済成長により電力需要が急速に伸びるなか、電力供給が

追いつかず、頻繁な停電と高い送配電ロスに直面しており、その一因として運用維持管理

能力の不足があげられていた。2003年策定の長期計画「Vision 2025」と2009～2012年「貧困

削減戦略書（PRSPII）」では電力供給の改善は優先事項となっており、発電・送配電の電力

設備の運用維持管理能力の向上はNPAとシエラレオネ政府のニーズが合致している。NPA

のすべての職員を対象に発電・送配電の機器や設備の設備台帳の更新から始まり、座学と

OJTの訓練を通じた分析能力の向上、そして最終的に運営維持管理の計画策定と実施能力の

向上、と段階的に設定されたプロジェクトのアプローチとデザインは適切とみなされる。

また、本プロジェクトは日本の対シエラレオネ援助政策に整合性がある。同援助政策の「平

和の定着」への支援のなかで、本プロジェクトはウェスタンエリアの経済開発ベースの強

化プログラムの1つとして位置づけられている。 

 

（2）有効性 

中間レビュー調査時点において、本プロジェクトの有効性はプロジェクト終了時までに

プロジェクトを達成するためには、いまだ限定的といえる。 

    



 

iv 

NPAの職員の発電・送配電の能力向上については、機器と設備台帳の更新や座学とOJTに

よる能力向上といったアウトプットにおいて部分的に確認された。しかし、問題解決に関

する能力向上については開始段階にある。ほかにも電圧降下対策のパイロットプロジェク

トの実施、発電所の8,000時間と12,000時間のオーバーホール、運営維持管理計画とマニュ

アルのドラフトを開始、運営維持管理の報告書の改善への取り組みなど、重要な活動の多

くがプロジェクトの後半に計画されている。以上から今後プロジェクト目標達成に向けて

更にNPAの能力向上に努める必要がある。 

以上の点についてはMGメンバーの一層のイニシアティブのみならず、本社TMTメンバー

からの支援としてプロジェクト進捗のモニタリング、必要な指示とフィードバック、電力

設備の運用維持管理実施に対してタイムリーな予算配分を行うことなどが不可欠である。

また、有効性を確保するためにはアウトプットとプロジェクト目標のPDM指標の見直し、

現在のプロジェクト実施状況に合わせて修正する必要がある。 

 

（3）効率性 

中間レビュー時点までの効率性は中程度である。 

    

本中間レビュー調査時点までに、日本・シエラレオネ国側双方の投入はおおむね計画ど

おり行われた。日本側については、日本人専門家の派遣は計画された活動の実施やアウト

プットの達成に適正と判断した。シエラレオネ側についても計画どおりに人員、設備が配

置されており、MGやTMTはより円滑な活動に向けて貢献した。しかし、プロジェクトの残

り期間に計画されているアウトプットを産出するように活動実施を担保するためには、3-2

有効性に記述のとおり。TMTによるプロジェクトモニタリングと予算配布に関するコミッ

トメントが必要である。 

 

（4）インパクト 

上位目標は、達成が困難と見込まれる。その理由は、現行PDMのプロジェクト目標の指

標は、プロジェクト終了時までに達成が困難であること、また、上位目標の内容は本プロ

ジェクト目標達成後に見込まれる事項としては因果関係が遠いためである。したがって、

プロジェクト目標の指標の修正とともに、上位目標の再設定が必要となっている。 

中間レビュー時点においてその他の正負のインパクトは、確認されていない。 

 

（5）自立発展性（持続性） 

本プロジェクトの自立発展性は高いと見込まれる。 

    

1）政策・制度面 

電力セクターのパフォーマンスの改善をめざし、「国家電力法」が2011年12月に制定さ

れ、電力供給改善は最優先事項として、継続的にシエラレオネ政府による政策支援がな

されると見込まれる。 

2）組織面 

短期的にはNPAの組織面で電力設備の運用時管理能力に影響があり得ることはないが、

「国家電力法」で言及されている発電・送電会社と配電会社へと分社化がプロジェクト

実施中に進捗がみられれば影響を及ぼし得るので留意が必要である。 

3）技術面 

技術能力向上についてのNPA職員の尽力があり、持続する可能性は高い。運営維持管理

計画策定と実施能力の自立発展性は本社におけるモニタリング機能が強化されれば見込
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まれる。 

4）財務面 

短期的には十分な維持管理予算手当が困難な場合があるので、今後もOperation and 

Maintenance（O&M）の予算手当については努力が必要となる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

本プロジェクトの内容に関しては、過去の関連事業から蓄積された経験や計画時に丁寧

にニーズアセスメントを行ったことにより、現場のニーズと非常に整合性があるプロジェ

クト・アプローチとデザインがなされた。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

研修を通じた能力向上の達成状況には、NPA職員の中には研修内容を吸収する意欲が高か

ったことが推進要因となった。 

また、キングストン発電所とファルコンブリッジ変電所に各1名の日本人専門家が年間6

カ月以上配置され、現場で指導を行ったことはNPA職員の能力向上につながった。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

PDMのアウトプットと目標の指標、上位目標については、プロジェクト目標達成までに

は3年、上位目標はプロジェクト終了後3～5年という期限との関係を念頭に設定されていな

かったので、それぞれ期限期間内に達成が困難なものとなっていた。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

運用維持管理マニュアル・計画の策定、定期的メンテナンスなど本プロジェクトの活動

にやや遅延が生じている部分に関しては、NPA側がオーナーシップをもって進める推進力が

不足しているためである。本社のTMTの適切なタイミングでの支援が必要とされる。 

 

３－５ 結論 

本プロジェクトは、シエラレオネの開発計画、開発ニーズ及び日本の対シエラレオネ開発援

助政策に合致しており、整合性は高い。有効性については、現時点ではまだ限定的であるが、

今後の活動推進努力によっては中程度、あるいは高くなることが見込まれる。現時点で効率性

は中程度であるが、残りのプロジェクト期間で計画どおりの活動が実施され、計画されたアウ

トプットが達成されるように、一層努力すべきである。インパクトの評価のためには上位目標

をプロジェクト目標達成の結果として想定される事項に再設定すべきである。また、有効性、

効率性を担保し、正のインパクトを高めるためには、本プロジェクトのPDMの指標の見直しも

不可欠である。プロジェクトの持続性は政策支援や技術面では高いと見込まれるが財務面の制

約によっては中程度と見込まれる。 

結論として、本中間レビューの提言が残りの期間で考慮されれば、本プロジェクトは終了時

点までに評価は高くなり得る。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（1）技術マネジメントチーム（TMT）の機能の向上 

プロジェクト目標を達成するためには、発電及び送配電システムの両方の分野で残りの

活動を一層進捗させることが必要である。このためには、TMTが進捗をモニタリングし、
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プロジェクトの運営に関してコミットし、活動実施に対してタイミングよく支援をするこ

とが望まれる。 

 

（2）改善した運用維持管理の計画策定と実施の確実な進展 

プロジェクト目標達成に向けての重要なアウトプットと活動に、運用維持管理マニュア

ルや計画の策定があるが、この活動については、まだあまり着手されていなかった。日本

専門家の指導のもと、NPA側が計画やマニュアルを策定し、それに従がって試行的に運用維

持管理を実施したうえで、残りのプロジェクト期間に少なくとも1回は修正を行うことが望

まれる。したがって、このスケジュールに間に合うようにNPA職員は計画やマニュアルの作

成に速やかに着手し、2013年の初めころまでには第一案を作成する必要がある。 

 

（3）PDMの改訂 

本中間レビュー調査の結果に基づいて、PDMを改訂する必要があり、PDM改定案につい

ては、2012年9月に開催予定の次回JCCにおいて、日本・シエラレオネ国側双方で協議のう

え最終化し、合意する。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

 

（1）入念なニーズアセスメントに基づいたプロジェクト・デザイン 

復興段階にある国々において、プロジェクトのアプローチを検討するときにはより柔軟

で入念なアセスメントが求められる。本プロジェクトの場合は、詳細計画調査チーム派遣

前に専門家が派遣され、NPAの状況について丁寧に検討された。本プロジェクトにおいて

NPAのニーズに非常に整合性のあるプロジェクト・アプローチとデザインがなされた背景に

は、こうしたプロセスを経たことが重要な要因の1つとして挙げられる。設備の運用維持管

理に関して非常に深刻な問題を抱えている組織の場合、以上のような入念なアセスメント

をすることで、問題の根源に対処する、より効果的なプロジェクト・アプローチの設定に

必要な深い洞察を得られることがある。一方、プロジェクト開始前の入念なニーズアセス

メントが困難な場合は、プロジェクト開始後にニーズアセスメントを実施し、アセスメン

ト結果に基づきプロジェクト内容を柔軟に変更するなどの工夫が、より効果的なプロジェ

クトを実施するうえで重要である。 

 

（2）運用維持管理の能力向上に向けた複数プロジェクト間のより良い連携 

設備・機材の運営維持管理能力に重大な問題を抱えている組織の場合、無償資金協力で

供与された施設・機材を十分に活用するためには、無償資金協力のソフトコンポーネント

での技術的訓練では十分でない場合もある。そうした場合には、早い段階から無償資金協

力と技術協力プロジェクトなどスキーム間での連携が効果及び持続性を高めることにつな

がる。一方、日本側の人材確保の問題などから運営維持管理能力向上に資する技術協力の

実施が困難な場合は、運営維持管理の観点から、他ドナーなどの協力状況を確認しつつ、

設備・機材の供与には慎重な検討が必要である。 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ プロジェクト実施の背景及び中間評価の目的 

シエラレオネ共和国（以下、「シエラレオネ」と記す。）は、2002年に11年間に及んだ内戦が終

了し、戦後復興から成長を続けここ数年間の平均GDP成長率は4～7％を記録している。これに伴

い首都圏フリータウンを中心に電力需要が伸びており、現在、フリータウンの電力需要が約41MW

（公表数値は50MW）と予測され、2025年には130MW以上の需要が見込まれる。これまでわが国

をはじめ各ドナーは、電力供給施設の建設を支援してきており、2010年には世界銀行の支援によ

り、平均出力17.5MWのブンブナ水力発電所が運転を開始し、首都フリータウンの電力事情は改善

されつつあるが、既存の電力供給出力が需要を満たせない状況は続いている。その一因として、

老朽化した送変電設備の影響による高いシステムロスの存在のほか、電力供給施設を計画的に保

守・運用し、適切な維持管理を行うことができる人材が不足しており、その結果、発電出力を最

大限有効利用することが困難になっていることが挙げられる。わが国が2010年に無償資金協力に

より供与した発電設備（ディーゼル、10MW）についても、的確な発電設備の運用、修理知識を持

った技術者が不足しているため、修理方法など技術的な判断や見極めがつかない状態で、修理が

必要なエンジンや発電機を停止せずに運転するなどの危険性がある。 

ドナーから供与された電力設備を維持管理する任にある国家電力公社（National Power 

Authority：NPA）は、内戦前後を通じて、電力設備を諸外国からのレンタル電源に頼り、自ら運転、

維持管理をした経験があまりないことにより、技術者の質、数双方において不足しており、日常

の管理業務体制も整備が必要である。また、経営体としての体裁も整っているとは言いがたく、

慢性的な赤字体質が続き、新規の設備の更新、維持管理に充てる資金も不十分な状態である。今

後も、既存設備を維持管理しながら、将来の電力需要を見越した新規の発電設備の拡充のために、

維持管理能力の向上に加え経営の刷新が強く望まれている。 

以上を背景に、本技術協力プロジェクトは、発電所、変電所で働くNPA技術者に対し、わが国が

供与した電力設備の維持管理、運用保守能力の向上を現場のOJT等を通じて図り、併せてNPA本社

技術・計画部門の電力設備全体の維持管理計画策定・実施に係る技術的能力の向上を図ることを

目的に、2011年3月から2014年3月の3年間の予定で実施中である。 

本中間レビューは、カウンターパート機関と合同で、現時点の本プロジェクトの目標達成度や

成果等を整理、分析するとともに、評価５項目（妥当性・有効性、効率性・インパクト・自立発

展性）の観点から評価を行ったうえで、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性につい

て確認、提言し、合同評価報告書に取りまとめ、合意することを目的とする。 

 

１－２ 調査団構成 

調査団の構成は以下のとおり。 

 

担当業務 氏 名 所属先 

団長/総括 伊藤 晃之 

 

JICA 産業開発・公共政策部 資源・エネルギーグループ 

資源・エネルギー第一課 課長 

協力計画 冨谷 武史 JICA 産業開発・公共政策部 資源・エネルギーグループ 

資源・エネルギー第一課 副調査役 

評価分析 三島 光恵 OPMAC株式会社 海外事業部次長 
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１－３ 調査日程 

シエラレオネにおける中間レビューは、2012年6月30日から7月14日の期間で実施された。 

詳細スケジュールは以下のとおり。 

 

日付 伊藤 冨谷 三島 場所 

7月 

1 日   （東京からフリータウンへ移動）  

2 月   

8:30 JICAシエラレオネフィールドオフィ

ス訪問 

9:30 送配電マネジメントグループ（MG）

ミーティング出席 

10:45 ファルコンブリッジ変電所日本人専

門家へのインタビュー 

14:30 送配電MGメンバーへのインタビュ

ー（1） 

フリー 

タウン 

3 火   

10:15 送配電MGメンバーへのインタビュ

ー（2） 

15:00 キングトム発電所の日本人専門家イ

ンタビュー 

16:00 発電MGメンバーへのインタビュー 

18:00 テクニカル・マネジメント・チーム

（TMT）メンバーへのインタビュー

（1） 

4 水  

（東京から

フリータウ

ンへ移動） 

9:30 TMTメンバーへのインタビュー（2） 

10:30 TMTメンバーへのインタビュー（3） 

5 木  

9:30 JICAシエラレオネフィールドオフィスとの面談 

10:30 キングトム発電所日本人専門家インタビュー 

14:30 NPA本社日本人専門家インタビュー 

6 金  

10:30 世界銀行シエラレオネオフィスとの議論 

11:30 キングトム発電所日本人専門家インタビュー 

16:00 エネルギー水資源省（MEWR）との面談 

7 土  中間レビュー報告書作成 

8 日 

（東京からフ

リータウンへ

移動） 

中間レビュー報告書作成 

9 月 

8:30 JICAシエラレオネフィールドオフィスとの議論 

9:30 MEWR大臣表敬 

PM サイトサーベイ（日本人専門家の活動及び既往案件） 

15:00 M/Mと中間レビュー報告書に関する議論  

10 火 
10:00 中間レビューワークショップ 

PM M/M及び中間レビュー報告書作成 

11 水 
AM M/M及び中間レビュー報告書に関する議論 

PM M/Mの署名 

12 木 
AM JICAシエラレオネフィールドオフィスへの報告 

（PM シエラレオネから日本へ移動（7月14日到着） 
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１－４ プロジェクトの概要 

プロジェクトの概要は以下に示すとおりである。計画時に作成されたプロジェクト・デザイン・

マトリックス（Project Design Matrix：PDM）は、付属資料1. Minutes of Meeting（M/M）のAppendix 

1のとおり。 

    

（1）上位目標 

NPAの電力供給サービスが向上し、財務状況が改善され、電力供給コストを回収できる。 

 

（2）プロジェクト目標 

NPAの電力供給設備（ディーゼル発電設備及び送配電設備）の維持管理能力が向上する。 

 

（3）アウトプット 

1. フリータウン地域における発電・送電・配電業務の日常業務基盤が構築される。 

2. フリータウン地域における発電に関する技術・マネジメント能力が向上する。 

3. フリータウン地域における送配電に関する技術・マネジメント能力が向上する。 

4. 発電・送配電の維持管理に関する計画策定・計画実施に係る技術的能力が向上する。 

 

（4）活動 

1-1 既存の技術関連文書・記録（製図、マニュアル、作業記録、設備台帳等）の調査と現物

確認 

1-2 既存の設置機材（ブレーカー、リレー、パネル等）の調査と現物確認 

1-3 設備台帳の作成（発電・送配電におけるすべての機器・設備） 

1-4 設備台帳管理のためのガイドライン作成 

 

2-1 ディーゼル発電に係る座学研修（理論、構造、コンポーネント、維持管理手順、安全対

策）の実施 

2-2 ディーゼル発電にかかるOJT訓練（理論、構造、コンポーネント、維持管理手順、安全対

策）の実施 

2-3 発電に係る技術移転研修（エンジン、発電機、補助機器の日常点検方法、分析方法）の

実施 

2-4 発電に係る技術移転研修（エンジン、発電機、補助機器の操作における修理・分解点検

方法）の実施 

2-5 安全対策管理に係る方法とガイドラインの作成（工具、メーター、備品、スペアパーツ、

燃料、潤滑油の整備） 

2-6 既存発電所のリハビリ計画の作成 

 

3-1 送配電に係る座学研修（理論、構造、コンポーネント、維持管理手順、安全対策等）の

実施 

3-2 送配電に係るOJT訓練（理論、構造、コンポーネント、維持管理手順、安全対策等）の実

施 
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3-3 送配電に係る技術移転研修（点検、試験、保守、修理の方法等）の実施 

3-4 送配電に係る技術移転研修（新規接続、ルート変更、構造等）の実施 

3-5 安全対策管理に係る方法とガイドラインの作成（工具、メーター、備品、スペアパーツ、

送変電設備台帳の整備等） 

 

4-1 管理職研修の実施（NPAディレクター、マネジャー職） 

4-2 発電部門、送配電部門におけるマネジメント・グループ（MG）の設立と定期会合の開催 

4-3 NPAテクニカル・マネジメント・チーム（TMT）の設立と定期会合の開催 

4-4 フリータウン地域におけるディーゼル発電・送配電システムの維持管理報告書（月例、

四半期、年次報告書）の作成 

4-5 フリータウン地域におけるディーゼル発電・送配電システム維持管理計画（短期及び長

期）の作成 

4-6 主要発電所及び変電所間における情報交換・監視システムの構築 

 

１－５ 中間レビューの方法 

本調査は、JICA事業評価ガイドラインに基づいて、以下の手順によって実施された。 

    

（1）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）とその他関連書類に示されるプロジェク

トの計画の進捗状況の検証 

（2）評価5項目によるプロジェクトの分析 

（3）プロジェクトの改善事項にかかる提言の作成 

（4）類似案件への教訓の導出 

 

本調査においては、下記の手法により定量的及び定性的なデータ・情報の収集を行った。 

・プロジェクトで作成された報告書及び関連文書のレビュー 

・日本人専門家、カウンターパート及び関係者への質問票及びインタビュー調査 

 

プロジェクトの分析に用いた評価5項目とその視点は以下のとおりである。 

（1）妥当性 

プロジェクト目標及び上位目標は、シエラレオネの開発政策と開発ニーズは、日本の対ベ

トナム援助政策に合致するものであったか。 

 

（2）有効性 

中間レビュー調査時点におけるアウトプットの達成状況から見て、プロジェクト目標はプ

ロジェクト終了時点までに達成の見込みはあるか。 

 

（3）効率性 

計画されたアウトプットの達成状況と日本・シエラレオネ国側双方の投入の量、質、タイ

ミングに鑑みて、投入はアウトプットに効率的に転換されているか。 
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（4）インパクト 

プロジェクトの成果として、プロジェクトの意図する正のインパクトである上位目標の達

成見込みはあるか。また、それ以外に、プロジェクトによる直接的・間接的な正負の効果は

あるか。 

 

（5）自立発展性（持続性） 

制度、組織、技術及び財務的観点から、プロジェクト終了後にプロジェクトの正の効果及

び便益は持続するか。 

 

１－６ 調査結果 

上記中間レビューの方法に基づき、評価5項目をベースに評価報告書を作成し、2012年2月17日

に開催した合同調整委員会（JCC）により、本評価結果について先方と合意し、付属資料1のとお

り評価報告書を添付したMinutes of Meetingを締結した。 

 

１－７ 団長所感 

総論としては、JICAガーナ事務所・シエラレオネフィールドオフィスによる適切かつタイムリ

ーな監理、専門家の献身的かつ柔軟な対応等により、プロジェクトはおおむね期待どおりに進捗

してきていると判断される。 

NPAは、復興後の極めて厳しい状況下努力を続けているものの、NPAが所有するディーゼル発電

所の燃料価格高騰やブンブナ水力からの買電、送配電設備の老朽化による電力損失、電力利用者

の未払い/盗電等、複数の問題を抱えているが、これへの対処として、プリペイドメーターの全需

要家への設置、電力料金調査〔世界銀行（DfID基金）が実施予定〕、送配電ロス改善（本プロジェ

クトによるパイロットプロジェクト実施→世界銀行を通じた面展開）などによる収益性の向上を

計画しているものの、短期的には引き続き厳しい経営状況が続くことが予想される。 

今回の中間レビューにおいては、資金不足によるスペアパーツの調達難による定期検査を通じ

たOJT実施に係る今後の計画変更の可能性やマネジメント層のより積極的なプロジェクトへの関

与の必要性を確認した。特に前者については、「無い袖は振れない」という切実な事情から生じて

いることかもしれないが、シエラレオネ側に予防保全に対する真摯な思いが若干欠如している感

もあり、引き続き粘り強く説明していくことが必要と感じられた。今後の定期検査の進め方につ

いては、専門家とシエラレオネ側双方が更に協議を進め、次回JCCにて合意することとした。 

なお現在、電力法の成立に続き、規制委員会の設立、IPPによる新規電源開発、発送電会社及び

配電公社の整理（NPAの分社化）などの電力セクターリフォームの検討が開始されている。そのた

め、同リフォームに伴う電力セクターの今後の帰趨、それによるNPA経営への影響に加え、本プロ

ジェクト（例：実施体制の変更）や過去無償への影響（例：供与機材の所有者変更）などについ

ても引き続き注視していくことが肝要と思料される。 

終了時評価実施の際には、本技術協力プロジェクトと過去の協力（開発調査型技術協力及び無

償資金協力）との相乗効果について確認し、特に脆弱国や復興支援国への今後の協力を検討する

うえでの教訓を抽出することが重要と考える。 
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第２章 プロジェクトの実績と現状 
２－１ 投入 

本プロジェクトの中間レビュー時点までの投入実績は、表2-1のとおりである。 

 

表２－１ 本プロジェクトの投入（2012年3月末まで） 

日本側 シエラレオネ側 

 専門家派遣：8分野9名（24.20人/日） 
 機材供与 
外貨分：3,975USドル 
内貨分：115,943､000レオネ 

 現地業務費：11,993,000円 

 カウンターパート配置：34名 
 土地・施設：キングトム発電所及びファルコ
ンブリッジ変電所におけるプロジェクトオフ

ィススペースと設備 
 ローカルコスト負担：プロジェクトオフィス
の運営費用と機器費用 

 

（1）日本側 

日本側の投入は計画どおりに行われた。 

    

9名の専門家派遣については、以下の分野について合計24.20人/日派遣された。 

・総括/電力開発計画専門家 

・副総括/電気設備専門家 

・機械設備専門家 

・変送配電設備専門家 

・分解検査（ディーゼルエンジン） 

・架空線維持管理専門家 

・地中線維持管理専門家 

・業務調整/電力開発計画アシスタント  

    

上記のうち、機械設備と変送配電設備の2名の専門家は、年間6カ月以上にわたる長期の派

遣が行われた。 

中間レビュー時点までに、本邦研修あるいは第三国研修は実施されていないが、プロジェ

クトの残りの期間で実施される予定である。 

日本側により供与された機材は、設備台帳作成のための事務機器として、すなわち、パソ

コン、プリンター、LANシステム機器、及び送電ケーブルのトレーニングのための機器であ

るケーブルオイルコンプレッサーやコッパーダイス等である。機材リストは付属資料1. M/M

のAppendix IVのとおりである。 

日本側により負担される現地業務費は、2012年度予定分も合わせると4,759万円であり、そ

のうち、2012年3月までに1,199万円が支出されており、主な使途はプロジェクト管理・実施に

必要な事務職員雇用、消耗品、車両費用、ソフトウェア等であった。 

 

（2）シエラレオネ側 

シエラレオネ側の投入は計画どおり行われた。シエラレオネ側のカウンターパートとして、

合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）、テクニカル・マネジメント・チーム（TMT）、

キングトム発電所とファルコンブリッジ変電所のエンジニアにより構成されるマネジメン
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ト・グループ（MG）に、計34名が配置された。TMT及びMGの主要カウンターパートのリス

トは付属資料1．M/MのAppendix VIのとおり。これら主要カウンターパートのほか、MGの下、

テクニシャンを集めアクション・グループ（Action Group：AG）として組織しており、これ

らの職員もプロジェクト活動に関与している。 

 

２－２ 活動実績 

2011年3月から2012年7月までの期間、本プロジェクトの活動は、部分的には計画どおりに進捗

している。運用データ分析やO&Mマニュアルや計画ドラフトの作成などは、計画と比較して進捗

しておらず、この点については残りのプロジェクト期間に更なる努力が必要である。その他の活

動については、現時点の進捗を鑑みると予定どおりに進むとみられる。なお、プロジェクト活動

計画として、ワークフロー（付属資料1．M/MのAppendix VII参照）を策定し、進捗管理がなされ

ている。 

    

主要活動実績については以下のとおり。 

・発電と送配電の両方の分野について、機器・設備の調査、設備台帳作成、更新・修理が必要な

リスト作成に関する活動が最も進捗した。発電分野は既に作成済みで、それらの書類の更新に

着手したところである。送配電分野の主要変電所の機器については終了したが、それ以降の262

カ所の配電用変電設備の作業が終了していない。なお、この262カ所のうち、150カ所の設備（全

体の約60％の設備）についてはドラフト作成済みである。設備台帳を維持するためのガイドラ

インについては、プロジェクトの残りの期間で準備されることになっている。 

・オペレーション上の問題分析のためデータ収集に関する活動は、既に着手されており、データ

分析は残りの期間で実施される予定である。 

・NPAはJCC、TMT、発電及び送配電分野それぞれのMGのメンバーとして適切な人員を配置した。

JCCのミーティングはプロジェクト開始時点から現在までに3回、TMTの会合は2回実施され、キ

ングトム発電所とファルコムブリッジ変電所のMGミーティングはAGとともに週1回定期的に

行われている。MGミーティングは情報共有、現場での運営維持管理の問題の解決に向けての議

論をするために機能しつつあるとみなされる。本プロジェクトに関するTMTのミーティングは

2012年5月以降に始められたところであり、基本的に2週間に1度の頻度での開催がめざされてい

る。 

・発電に関する月間運転報告及び送配電に関する四半期毎予算書は、提出の遅延があるものの、

NPAの業務規定に従い、本社へ提出されていることが確認された。本プロジェクトの指導による

短期・長期の運営維持管理の計画についてはまだ準備されていない。 

 

２－３ アウトプットの達成状況 

2012年7月の中間レビュー時点までに、アウトプット1については全体で70％以上は達成されて

いるとみなされる。アウトプット2、3に関する活動は、今までの座学研修とOJTによる能力向上は

認められるが、強制停止率や停電時間などのデータ収集・整理の活動は着手されたばかりのもの

があり、計画よりやや遅延がみられる。これら着手されたばかりのものについては、本プロジェ

クトの残りの期間で計画にある活動を着実に実施することで達成されることが見込まれる。アウ

トプット4については、本プロジェクトは定期的なMGやTMT会合開催を通じて情報共有の改善は
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達成されたが、本プロジェクトに関するTMT会合は始まってまだ間もない。プロジェクトの残り

の期間で更に必要な支援・指示を行うべく、一層の強化が必要である。また、定期的なレポート

の提出タイミングや運営維持管理の報告書の質の改善については、更に活動を強化してアウトプ

ットの達成を図るべきである。 

一方、各アウトプットの達成を判断する指標の書き方に不明確な点がみられるため、より適切

にプロジェクトの進捗をモニタリングし、達成度を評価するためには、指標の見直しが必要と考

える。 

 

表２－２ アウトプットの達成状況（2012年7月現在） 

アウトプット 指 標 達成状況 

1. フリータウン地域*におけ
る発電・送電・配電業務の日

常業務基盤が構築される。 

1.1. 設備一覧表の改訂ガイドラ
インが作成されている。 

1.2. 改修・修理対象の機材及び
設備が特定されている。 

1.3. 設備一覧表は継続的に修正
されている。 

【発電】 
計画どおり、1.1及び1.2は達成
された。1.3は現在実施中。 

 
【送配電】 
・計画のうち、1.1及び1.2の約

60％は達成。 
 
・2013年末までに両方とも達成
可能。 

2. フリータウン地域におけ
る発電に関する技術・マネジ

メント能力が向上する。 

2.1. 必要な数のエンジニア及び
テクニシャンが訓練されてい

る。 
2.2. 発電設備に係るOJT訓練が
実施されている。 

2.3. 発電設備の強制停止率が減
少する。 

2.4. ディーゼル発電の熱効率が
改善される。 

2.5. 安全管理のための方法とガ
イドラインが確立される。 

・2.1及び2.2は部分的に達成した
とみなされる。関係者インタビ

ューの結果、今までの座学及び

OJT訓練に参加した人々の能
力が向上したとみなされる。 

 
・2.3及び2.4についての活動は始
まったばかりであり、未達成。

 
・2.5についての活動が始まった
ばかりで未達成。 

3. フリータウン地域におけ
る送配電に関する技術・マネ

ジメント能力が向上する。 

3.1. 必要な数のエンジニア及び
テクニシャンが訓練されてい

る。 
3.2. 送配電設備に係るOJT訓練
が実施されている。 

3.3. 需要家末端での電圧降下が
2013年までに14％減少する。 

3.4. 停電回数及び停電頻度が
2013年までに5％減少する。 

3.5. 安全管理のための方法とガ
イドラインが確立される。 

・3.1及び3.2は部分的に達成した
とみなされる。関係者インタビ

ューの結果、今までの座学及び

OJT訓練に参加した人々は能
力が向上したとみなされる。 

 
・3.3及び3.4は、フリータウン地
域を対象とするとプロジェク

ト範囲と期間をもって達成さ

れそうにない。これらを達成す

るにはより多くの労力と時間

を要する。3.4は本プロジェク
トで1地域のみを対象にパイロ
ットプロジェクトを実施する。

 
・3.5については活動が始まった
ばかりで未達成。 
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アウトプット 指 標 達成状況 

4. 発電・送配電の維持管理に
関する計画策定・計画実施に

係る技術的能力が向上する。 

4.1. すべてのディレクターとマ
ネジャーがマネジメント訓練に

参加する。 
4.2. マネジメント・グループ
（MG）の会議が定期的に開催
される。 

4.3. テクニカル・マネジメン
ト・チーム（TMT）の会議が定
期的に開催される。 

4.4. 月例、四半期、年次報告書
がNPA本社に提出される。 

4.5. 短期・長期のO&M報告書の
質が確認される。 

4.6. 発電所と変電所間の情報交
換及びモニタリングシステムが

確立され、継続的に活用する。

・マネジャー・グループ（MG）
メンバーに関して4.1は達成し
ている。TMTのメンバーのマ
ネジメントのワークショップ

全員参加は困難であった。 
 
・4.2と4.3は達成されている。 
 
・4.4は発電、送配電両方の分野
について部分的に達成された。

質の改善については今後も必

要とされる。  
 
・4.5は発電及び送配電両方の分
野において取り組みつつある。

 
・4.6は2012年後半以降に取り組
まれる予定。システムの構築に

ついては予算配分による。 
注*PDMの英語版では「Western Area （ウェスタンエリア）」となっているが、和文版では「フリータウン地域」となっている。

本プロジェクト関係者へヒアリングしたところ、両方ともほぼ同じ地域を指すことが確認できたため、そのまま残している。 

 

２－４ プロジェクト目標の達成状況 

本プロジェクトは、NPA職員のディーゼル発電機及び送配電の運用維持管理計画の計画策定及び

実施能力を向上させることをめざしている。座学研修やOJTの実施で技術・マネジメントに関する

知見が増え、NPA職員の運用維持管理能力の向上につながりつつあるとみなされる。ただし、そう

した研修や日本人専門家による指導などによる能力向上により、運用維持管理計画案が策定され

るには至っていない。プロジェクトの残り期間で運用維持管理計画案を作成、実施して日本人専

門家の支援を受けて改善がなされる、といった計画（plan）、実施（do）、評価（check）、改善（action）

のPDCAサイクルを一通り経験し、プロジェクト目標が達成されるためには、今後特に努力を要す

る。本プロジェクトによって支援した運営維持管理計画の策定と実施を担保するには、前述のア

ウトプットの指標の修正とともにプロジェクト目標の指標の再検討を行い、モニタリングすべき

である。 

プロジェクト目標の指標3と4はアウトプット指標3.3及び3.4と重複しており、また、プロジェク

ト実施期間内の達成が困難なものである。フリータウン地域を対象とした電圧降下の改善や停電

回数・時間の減少については、本プロジェクトで実施されるパイロットプロジェクト地域以外の

設備更新への投資資金が確保されなければ達成できないことからプロジェクト期間内の達成は困

難である。そのため、目標達成度を示す指標として適切でなく、再考が必要である。 
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表２－３ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標 指 標 達成状況 

NPAの電力供給設備（ディー
ゼル発電設備及び送配電設

備）の維持管理能力が向上

する。 

1. ウェスタンエリアの運転維持
管理計画をNPAが独自に策定す
る。 

2. ウェスタンエリアの運転維持
管理計画をNPAが独自に実施す
る。 

3. 需要家末端での電圧降下が
2013年までに14％減少する。 

4. 停電回数及び停電頻度が2013
年までに5％減少する。 

・1と2に関連するアウトプットの活
動を開始するための能力向上に協

力している段階であり、計画の策

定、実施には至っていない。 
 
・3と4の指標は達成困難である。対
象地域をウェスタンエリア全域と

した場合、より多くの労力、投資

資金、時間を要するため、現状の

プロジェクト範囲と期間では達成

が難しい。 

 

２－５ 上位目標の達成見込み 

上位目標は、プロジェクトの結果として達成されるべきアウトカムとなる。これはプロジェク

ト完了から3～5年で達成されるべき目標として設定されるものであるが、本プロジェクトでは、

その期間内に達成が困難な事項とその指標が挙げられている。現在の上位目標では、NPAの財務状

況の改善にプロジェクトが貢献することとなっているが、財務状況の改善には、ほかに多くの外

部条件が関係しており、本プロジェクトとの直接的な因果関係は弱い。したがって、上位目標は

プロジェクト目標達成後のアウトカムとして期待できる目標となるように見直すとともに、その

指標の再検討が必要である。 

 

表２－４ 上位目標の達成見込み 

上位目標 指 標 達成見込み 

NPAの電力供給サービスが
向上し、財務状況が改善さ

れ、電力供給コストを回収

できる。 

NPAの利益率が 2016年までに
10％増加する。 

プロジェクト終了後の3～5年以内で
達成が困難。本プロジェクトの結果

として達成されるものとしては因果

関係が弱い。 

 

２－６ 実施プロセス 

本プロジェクトは、図2-1に示す実施体制により実施されている。TMTとMGはプロジェクトの

円滑な実施のために機能している。しかし、プロジェクト活動の進捗、アウトプットとプロジェ

クト目標達成を確保するには、TMTのモニタリング機能を更に高める必要がある。プロジェクト

終了時までにNPAからのイニシアティブをより一層高めることがプロジェクトの持続性を確保す

るのに不可欠である。 
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図２－１ プロジェクトの実施体制 

 

なお、日本・シエラレオネ国側双方との関係者間でのコミュニケーション上の深刻な問題は確

認されなかった。 

 

Joint Coordinating Committee 
（Chairman：Minister, Energy and Water Resources）

Project Director / Deputy Project Director 
（General Manager, NPA）/ （Deputy General Manager, NPA）

Project Manager 
(Technical Services Manager, NPA)

TMT：Technical 
Management Team JICA Experts 

Generation/T &D 

MG：Management Group

AG：Action Group 
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第３章 評価5項目による評価 
 

３－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高く、プロジェクト終了時点、また以降も妥当性は維持されるもの

と見込まれる。 

 

（1）シエラレオネ側の開発計画との整合性 

本プロジェクトは、2003年に策定されたシエラレオネの長期計画「Vision 2025」及び2009

～2012年の貧困削減戦略書II（Poverty Reduction Strategy Paper II：PRSP II）との整合性が確認

できた。「Vision 2025」の「国民参加とともに競争的な民間セクターが牽引する経済」のため

の戦略アクションでは、国家電力公社（NPA）が所有する電力インフラの改修及び維持管理に

ついて言及されている。また、「国家電力供給の向上」は農業、輸送ネットワーク、人的開発

とともにPRSPIIで特筆されている4つの戦略的優先事項の1つとなっている。 

 

（2）シエラレオネの開発ニーズとの整合性 

NPAにとって、頻繁な停電と高いテクニカル・ノンテクニカルな送配電ロス1といった深刻

な問題に直面している国内の電力供給サービスの改善は急務の課題である。これらの問題は

過去10年間のシエラレオネの経済回復期においても未解決のままであり、そのために電力消

費者の満足度は非常に低いままとなっている。また、NPAの技術的及び財務的能力の不足はこ

れらの問題の主要な要因となっている。したがって、電力供給設備の運営維持管理の技術的

能力の向上はシエラレオネ、そしてNPAのニーズとの整合性が高い。 

 

（3）プロジェクト・アプローチとデザインの適切性 

本プロジェクトのアプローチとデザインは、NPAのターゲットグループのニーズと整合性が

ある。これは本プロジェクト開始前にニーズアセスメントが適切に行われたことも関係して

いる。詳細計画調査団派遣前に、発電及び送配電の日本人専門家を1カ月から2カ月間派遣し、

これらの専門家によって先行して発電所及び送配電の問題分析が行われたうえで、プロジェ

クトデザインの検討が行われた。結果として、プロジェクトの実施体制はすべてのレベルの

職員、すなわち、プロジェクトサイトの技術者から本社のディレクターまでを巻き込むこと

となった。また、プロジェクト・デザインでは、能力向上について改善されるべき技術能力

として、日常業務としての機器や設備の台帳の更新から始まり、座学とOJTの訓練を通じた分

析能力の向上、そして最終的に運営維持管理の計画策定と実施能力の向上と段階的に設定さ

れた。訓練の具体的内容は、プロジェクト開始時にも関係者間で議論され、活動に適切に反

映されていた。 

 

（4）日本の対シエラレオネ国援助政策との整合性 

本プロジェクトは、日本の対シエラレオネ国開発援助（Official Development Assistance：ODA）

                                                        
1 送配電におけるテクニカルロスとは、設備の更新や維持管理が十分になされていないなどの技術や物理的な理由による電力損

失であり、ノンテクニカルロスとは盗電や電力料金の未回収等、人為的な理由による電力損失である。 
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政策に合致している。この政策では「平和の定着」と「農村開発」の2つの優先事項が掲げら

れている。「平和の定着」の支援として、「ウェスタンエリアの経済開発ベースの強化」とさ

れるプログラムが実施されており、ウェスタンエリアにおける電力供給への支援はこのプロ

グラムの一部として位置づけられている。 

 

３－２ 有効性 

今次中間レビュー調査時点において、本プロジェクトの有効性は、プロジェクト終了時までに

プロジェクト目標を達成するためには、いまだ限定的といえる。 

NPA職員の発電・送配電の能力向上に関する本プロジェクトの有効性は、機器と設備の台帳の更

新や座学とOJTによる能力向上といったアウトプットにおいて部分的に確認された。この達成は対

象職員のコミットメント、つまり職員の中で研修内容を吸収する意欲が高かったことが貢献要因

といえる。しかし、データ分析や対策の策定と実施といった能力の向上のための活動は開始段階

にある。また、プロジェクトの残り期間で計画されたアウトプットを産出するために、実施すべ

き多くの活動が残されている。電圧降下対策のパイロットプロジェクトの実施、発電所の8,000時

間と12,000時間のオーバーホールが、残りのプロジェクト期間中の実施が計画されており、また、

プロジェクト目標達成のためには、運営維持管理計画とマニュアルのドラフト作成作業、運営維

持管理の報告書の改善への取り組みが非常に重要である。 

本プロジェクトの活動を推進し、計画どおりのアウトプットを達成するためには、MGメンバー

の一層のイニシアティブのみならず、本社TMTメンバーからの支援として、プロジェクト進捗の

モニタリング、必要な指示とフィードバック、電力設備の運用維持管理実施に対するタイムリー

な予算配分、などが不可欠である。 

また、有効性を確保するためには、アウトプットとプロジェクト目標の指標の見直しが必要で

ある。現行のPDMの指標の中には達成度をモニタリング・評価するために適切でないもの、プロ

ジェクト終了時までに達成不可能なものが含まれている。そのため、全指標を見直し、現在のプ

ロジェクト実施状況に合わせて修正する必要がある。 

 

３－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は、中間レビュー時点では中程度といえる。 

本中間レビュー時点までに、日本・シエラレオネ国側双方の投入はおおむね計画どおり行われ

た。日本側については、日本人専門家の質、量、派遣のタイミングについて、計画された活動の

実施やアウトプットの達成にとって適正と判断できる。シエラレオネ側についても計画どおりに

人員、設備が配置されており、MGやTMTは効率的活動実施のために機能してきている。 

しかしながら、アウトプットの産出に向けて、今後の効果的活動を担保するためには、3-2有効

性に記述したとおり、TMTによるプロジェクトモニタリングと予算配布に関するコミットメント

が必要である。 

 

３－４ インパクト 

（1）上位目標の達成状況 

2-5で述べたとおり、現行のPDMのプロジェクト目標の指標では、プロジェクト終了時まで

に達成が困難なものがあり、また上位目標の内容もプロジェクト目標の達成後に見込まれる



 

－14－ 

内容としては、因果関係が遠いものが挙げられているため、上位目標の達成は困難と判断さ

れる。したがって、プロジェクト目標の指標の再設定とともに上位目標とその指標の再設定

が必要である。 

 

（2）その他のインパクト 

本中間レビュー調査時点において、その他の正負のインパクトは確認されなかった。 

 

３－５ 自立発展性（持続性） 

本プロジェクトでは、以下の観点から、本プロジェクトの自立発展性は政策支援、技術面では

高いと見込まれる。ただし、財務面の制約状況によっては中程度となることも見込まれる。 

 

（1）政策・制度面 

シエラレオネ政府にとって電力供給の改善は最優先事項であり、長期的な取り組みが必要

と認識されている。そのため、政策的支援は今後も継続的にコミットされると見込まれる。

電力セクターのパフォーマンスの改善をめざし、「国家電力法」“National Electricity Act”が2011

年11月に成立しており、今後、電力事業体制の再編が進む可能性がある。 

 

（2）組織面 

短期的にはNPAの組織面において、電力設備の運用維持管理能力に影響を及ぼし得る事項は

ない。ただし、今後、NPAが発送電会社と配電会社の2つの組織に分離されるなど、電力事業

体制の再編が実施される場合、本プロジェクトの実施体制面など、持続性への影響があり得

る。再編の時期は未定であり、詳細の検討は進んでいないが、進捗がある場合は、JCCなどの

機会を利用して、本プロジェクトへの影響を両者で確認する必要がある。 

 

（3）技術面 

運営維持管理の技術能力向上に対するNPA職員の尽力が認められることから、プロジェクト

サイトでの技術移転の成果が持続する可能性は高いと見込まれる。NPAの運営維持管理計画策

定と実施能力については、プロジェクトの残り期間でNPA本社におけるモニタリングと実施支

援の機能が強化された場合、持続すると見込まれる。 

 

（4）財務面 

赤字が継続している現在の財務面での制約があるなか、短期的にはNPAは、運営維持管理に

十分な予算手当をすることは困難な状況である。不十分な予算により運営維持管理能力の強

化に制約がある可能性はあるため、将来的に運営維持管理へ十分な予算手当ができるように

更なる努力が必要である。 

 

３－６ 結論 

本プロジェクトは、シエラレオネの開発計画、開発ニーズ及び日本の対シエラレオネ国開発援

助政策に合致しており、整合性は高い。有効性は、現時点ではまだ限定的であるが、今後の活動

推進努力によっては、中程度あるいは高くなることが見込まれる。効率性は現時点では、中程度
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であるが、残りのプロジェクト期間で計画どおりの活動が実施され、計画されたアウトプットが

達成されるためには、一層の努力が必要である。インパクトの評価のためには、上位目標をプロ

ジェクト目標達成の結果として想定される事項を再設定すべきである。また、有効性、効率性を

担保し、正のインパクトを高めるためには、本プロジェクトのPDMの指標の見直しも不可欠であ

る。プロジェクトの持続性は政策支援や技術面では高いと見込まれるが財務面の制約によっては

中程度になると見込まれる。 

結論として、本中間レビューの提言が残りの期間で考慮されれば、本プロジェクトの評価は終

了時点までに高くなり得る。 
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第４章 提言と教訓 
 

４－１ 提言 

（1）技術マネジメントチーム（TMT）の機能の向上 

プロジェクト目標を達成するためには、発電及び送配電システムの両分野の残り期間の活

動を一層推進させることが必要である。そのためには、TMTが進捗をモニタリングし、プロ

ジェクトの運営へのコミットメントを高め、各種活動をタイミングよく支援をすることが望

まれる。 

本プロジェクトにおけるTMTの経験は、NPAの他分野のマネジメントにも適用できると考

える。そのため、プロジェクト終了までに、TMTがこの経験をいかに他分野のマネジメント

に適用できるかについて検討することが望まれる。 

 

（2）改善した運用維持管理の計画策定と実施の確実な進展 

プロジェクト目標達成に向けての重要なアウトプットと活動に、運用維持管理マニュアル

や計画の策定があるが、この活動はまだあまり着手されていない。日本人専門家の指導のも

と、NPA側が計画やマニュアルを策定し、それに従がって試行的に運用維持管理を実施したう

えで、残りのプロジェクト期間に少なくとも1回は同計画及びマニュアルを修正することが望

まれる。したがって、このスケジュールに間に合うようにNPA職員は計画やマニュアルの作成

に速やかに着手し、2013年の初めころまでに第一案を作成する必要がある。 

 

（3）PDMの改訂 

本中間レビュー調査の結果に基づいて、PDMを改訂する必要がある。PDMの改定案は、付

属資料1. M/MのAppendix 2に示すとおりである。このPDM改定案は、次回開催予定のJCCにお

いて、日本・シエラレオネ国側双方で協議のうえ、最終化し、合意する必要がある。 

 

４－２ 教訓 

（1）入念なニーズアセスメントに基づいたプロジェクト・アプローチ及びデザイン 

復興段階にある国々において、プロジェクトのアプローチを検討する際には、柔軟かつ入

念なアセスメントが求められる。本プロジェクトの場合は、詳細計画策定のための調査チー

ム派遣時に、日本人専門家を現地に1カ月間以上派遣し、当時のNPAの技術、財務、組織の状

況を把握し、本プロジェクト関連の他の無償資金協力案件や開発計画調査型技術協力（マス

タープラン支援）により蓄積された経験を参考に、プロジェクト・デザインが丁寧に検討さ

れている。本プロジェクトにおいて、NPAのニーズに合致したプロジェクト・アプローチとデ

ザインが採用できた背景には、上記のような丁寧なプロセスを経たことが重要な要因として

挙げられる。NPAのように設備の運用維持管理に関して深刻な問題を抱えている組織を支援す

る場合、入念なアセスメントの実施などを通じて、問題の根源を特定し、対処するための効

果的なプロジェクト・アプローチ及びデザインを採用することが重要である。一方、プロジ

ェクト開始前の入念なニーズアセスメントが困難な場合は、プロジェクト開始後にニーズア

セスメントを実施し、アセスメント結果に基づきプロジェクト内容を柔軟に変更するなどの

工夫が、より効果的なプロジェクトを実施するうえで重要である。 
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（2）運用維持管理の能力向上に向けた複数のプロジェクト間のより良い連携 

設備・機材の運営維持管理能力に重大な問題を抱えている組織の場合、無償資金協力で供

与された施設・機材を十分に活用するためには、無償資金協力のソフトコンポーネントによ

る技術指導では十分でない場合もある。そうした場合には、無償資金協力と技術協力プロジ

ェクトなど複数スキームの連携が効果と持続性を高めることにつながる場合がある。 

無償資金協力の観点からは、技術協力プロジェクトの実施により、無償資金協力により供

与された設備・機材の運営維持管理の向上に役立てられれば、無償資金協力の事業目標の達

成を支援することにつながる。他方、技術協力プロジェクトの観点からは、運用維持管理能

力の向上のための技術指導に必要な機材を十分に保有していない組織を対象とした技術協力

プロジェクトに対しては、無償資金協力により供与された機材が、技術協力プロジェクトの

運営維持管理能力の強化に向けたOJT活動の適切な機材/教材として活用されることができれ

ば、カウンターパート機関の能力向上を支援することにつながる。このように複数スキーム

の連携により、対象となる組織の運営維持管理能力の向上をより効果的かつ効率的に行うこ

とが可能となり、本プロジェクトはその一例となり得る。 

一方、日本側の人材確保の問題などから運営維持管理能力向上に資する技術協力の実施が

困難な場合は、運営維持管理の観点から、他ドナーなどの協力状況を確認しつつ、設備・機

材の供与には慎重な検討が必要である。 

 



付 属 資 料 

 

１．Minutes of Meeting（M/M） 

 

２．評価グリッド 

 

３．中間レビュー時のPDMの主要修正箇所の理由・留意点 
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